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あとがきに代えて
田中　靖政
　本報告は、1997年度と98年度の2年間にわたって行われた「政治文化の視点に基づく21世
紀における日韓共生の構図」研究プロジェクトの主な成果を纏めたものである。この研究プロジェ
クトは、上記研究課題に関して、日本と韓国におけるアンケー一ト調査結果の交差文化的比較分析
を目的として計画され、実施されたものである。以下、主な成果を要約する。
　まず第1章「調査方法と回答者属性」では、第2節で日本人学生と韓国人学生の「年齢」「宗
教」「専門」「在学する学年」などの回答者属性に関して比較を行った。その結果、日韓回答者間
に有意差が見られた。「年齢」については、日本人回答者には「18～20歳」、また韓国人回答者
には「21～23歳」、「24歳以上」の回答者が、それぞれ有意に多いことが分かった。「宗教」で
は日本人回答者においても、韓国人回答者においても「無宗教」が最も多い。日本人学生の6割、
韓国人学生の4割が「無宗教」と答えた。続いて日本人回答者では「仏教」が、また韓国人回答
者では「カトリック」と「プロテスタント」がそれぞれ有意に多い。「専門」では日本人学生に
「社会科学」「人文科学」専攻が有意に多く、韓国人学生に「自然科学」専攻が有意に多い。また、
「年齢」差からも類推できるように、「在学する学年」に関しては、日本人では「1年生」が、ま
た韓国人では「3年生」「4年生」「大学院学生」が、それぞれ有意に多い。特に「年齢」「専攻」
「在学する学年」の3点の有意差を考慮すると、日本人回答者と韓国人回答者は厳密な意味で同
質的とはいえず、以下の比較分析においては常にこの基本的な差異を考慮に入れるべきであるこ
とを示唆している。
　第3節では、回答者の「平日のコミュニケーション行動」にっいて質問した。韓国人学生に比
べて日本人学生は「新聞を読む」時間も、「書籍を読む」時間も有意に少ない。ほぼ5人に1人
の日本人学生が、平日、新聞も書籍も全く読んでいない。特に女子学生において、この傾向は著
しい。これに対して、韓国人学生の3人に1人が「平日120分以上書籍を読む」のに対して、
「平日120分以上書籍を読む」日本人学生は10人に1人もいない。学ぶことに対する大学生とし
ての自発的な意志が欠如しているせいか、あるいは教師がこうした状況を放任しているせいかは、
この調査では明らかでないが、少なくともこの調査に関するかぎり、日本では新聞も書籍も読ま
ないで平日を過ごしている男女大学生が5人に1人もいることが判明した。他方、韓国では10
人に1人が新聞を読まず、50人に1人が書籍を読んでいない。韓国人学生の大多数は新聞を読ま
なくとも、書籍は読んでいる。ここから、日本人学生と韓国人学生における平日のコミュニケー
ション行動の質的差異が明らかに読み取れる。
　さらに第4節では、パソコンの使用に関しては、韓国人学生の方が日本人学生に比べて「パソ
コン利用率」が有意に高く（日本30％に対して韓国76％）、「インターネット利用率」も有意に
高い（日本13％に対して韓国37％）。さらに、韓国人学生の方が日本人学生に比べて「インター
ネットの必要性」をより強く感じていることが分かった（日本60％に対して韓国80％）。この調
査が行われたのが1998年であったことを思うと、過去3年間に日韓間のIT化の差が縮小したの
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か、あるいは拡大したのかは、大いに問題となるところである。「追いっけ、追い抜け」という動
機がより強く働くのが常に後進国の方であることを思えば、日本人学生はすでにIT化に関して韓
国人学生に大きく差をつけられ、将来そうした差はますます広がっていくかもしれない。
　第2章「日韓関係」は3節からなり、第1節では「日韓関係に対する認知と関係発展に重要な
事柄」を、第2節では「日韓関係のあり方についてのイメージ」を、また第3節では「歴史認識」
を取り上げ、それぞれ日韓間で比較分析を行った。第1節では、まず「現在、10年後、30年後
の日韓関係」に対するイメージを尋ねた結果、日本人学生においても、韓国人学生においても、
現在から未来にかけて両国関係の改善が続くことを予想していることが分かった。ただし、現在
の日韓関係については、日本人学生も韓国人学生もともに良好であるとは考えておらず、特に韓
国人学生においては「良好でない」とする傾向が日本入学生に比べて有意に強い。また「日韓関
係の発展に重要な事柄」については、特に「日本の戦争中の侵略行為に対する謝罪」と　「日本の
戦争中の侵略行為に対する補償」の認識について日韓学生間に大きな差異のあることが分かった。
韓国人学生は日本人学生に比べて、これら戦争中の出来事に対する日本の謝罪と補償をより重要
と考える傾向が強い。これは、日本の謝罪と補償が十分でないことに対する不満、あるいは間接
的に、日本の謝罪と補償に対する日本人の態度に対する不満の表れとして理解することが可能で
あろう。
　第2節では、「日韓関係のあり方についてのイメージ」について比較分析を行った。まず、日
本人学生は「文化を受け入れあう」「経済的安全保障で協力」「政治的に対等」について肯定的で
ある一方、「批判しあえる」と「軍事的安全保障」については否定的であることが分かった。これ
に対して韓国人学生は「経済的安全保障」「文化的に受け入れあう」について肯定的、「批判しあ
える」「人的交流が盛ん」には否定的であることが分かった。両国とも「文化・経済の交流・協
力」には肯定的な一方で、「批判しあえる」関係や、日本の場合「軍事的安全保障への協力」、韓
国の場合「人的交流が盛ん」など、両国とも、それぞれの国の文化的なタブーに触れるような問
題に対しては否定的になる傾向が見られた。こうした壁をどの様に乗り越えていくから両国の次
世代に課せられた大きな課題の一つであろう。
　第3節では、日韓学生の歴史認識を比較分析した。ここでは、（1）歴史認識其のものについて
のに一般的な態度と、（2）近代日韓関係史に登場する13の出来事に関する理解の程度を併せて
比較した。まず、「近代の日韓関係史について知ることが友好的な日韓関係の構築にどの程度重要
か」という設問については、日韓学生ともほぼ90％が肯定的な回答をしており、両者に大きな差
は見られない。他方、「過去にとらわれず、未来志向を重視して両国の関係を見直す」ことについ
ては、日本人学生の70％以上が肯定的であるのに対して、肯定的な韓国人学生は60％余りしか
おらず、どちらかと言えば日本人学生に過去よりも未来を重視する傾向が強いのに対して、韓国
人学生にはどちらかと言えば過去にこだわる傾向が強い。これは、おそらく学校教育の影響とと
もに、かつての加害者と被害者の立場の差異も影響しているように思われる。学校教育を含め学
習の違いが更に顕著に見られたのは、「近代の日韓関係史についてどの程度知っているか」という
質問に対する回答分布である。「知っている」と答えた日本人学生は30％、韓国人学生は75％で
あるのに対して、．「知らない」と答えた日本人学生は50％、韓国人学生は13％であった。善し悪
しは別にして、ここには知的経験の共有化の印はほとんど見られない。こうした「知識ギャップ」
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をどうして埋めていくかは、個人の努力だけでは不十分で、教科書問題を含めて国による検討と、
教育政策の元締めとなる新たな哲学の形成が必要であろう。次に、近代日韓関係史に登場する13
の出来事に関する理解の程度については、当然予測されていたように、全問を通じて「非常によ
く知うている」と「かなりよく知っている」は圧倒的に韓国人学生に多く、「あまりよく知らな
い」と「まったく知らない」は圧倒的に日本人学生に多い。ここで特に注意すぺきであるのは、
日本人学生の多くが高校生であった1994年当時、「日本史B」の教科書19種のうち、今回の調
査において設問に含まれた13項目中10項目は16種類以上の教科書で取り上げられていたとい
う事実である。日本人学生における近代史における日韓関係史に関する知識の乏しさは、教科書
それ自体にあったというよりは、教科書の使い方にあったのではないかという疑問が生ずる。第
3節の筆者が指摘するように、二つの異なった文化において「歴史認識の共有」は不可能である
にしても、「歴史知識の共有」は可能でもあるし、また相互的な理解のために不可欠のように思わ
れる。
　第3章は「環境・エネルギー問題」に焦点を転じ、第1節では「地球温暖化」と「地球温暖化
防止」に関する意識を、また第2節では「原子力」に関する知識を、それぞれ比較分析した。第
1節の「地球環境保護に関する関心」と「地球温暖化という言葉の知悉度」については、日本人
学生と韓国人学生の間に有意差は見られない。他方、「炭酸ガスの排出規制か、経済成長か」とい
う選択については、日本人学生、韓国人学生ともに「排出規制」を肯定する回答者が60％を占め
る一方、20％余の韓国人学生は「規制に反対」している。これらの回答者は韓国の発展途上国的
地位により重きをおいて回答したのかもしれない。日本人学生には「わらない」（韓国人学生の
7％に対して24％）の多いことが目立った。次に、「炭酸ガス排出規制のために、エアコンや車の
使用制限」については、日本人学生の30％、韓国人学生の39％が規制を肯定している。この問
題に対しては日韓間に目立った差異はない。ただ、相変わらず日本人学生に「わらない」（韓国人
学生の3％に対して7％）が多い。
　他方、「地球温暖化防止のためのエネルギー政策オプション」については、日韓ともに最もポピュ
ラーな政策オプションは、「火力発電所も原子力発電所も減らし、水力発電所と太陽光発電所を増
やす」ことでであった。日本人学生74％、韓国人学生75％が、このオプションを選択した。次
にポピュラーな政策オプションは「火力発電所を減らして、原子力発電所、水力発電所、太陽光
発電所など、炭酸ガスを出さないすべての種類の発電所をます」であり、日本人学生の69％、韓
国人学生の67％がこのオプションを選択した。「火力発電所を減らして、原子力発電所を増やす」
は、日本人学生にも韓国人学生にも最もアンポピュラーな政策オプションであることが分かった。
日本人学生の33％、韓国人学生の56％しか指示する者はいない。特に日本人学生において原子
力発電所を増やすことに対する強い拒否反応が見受けられる。最後のオプションはオプションの
範囲が狭すぎる嫌いがある。また、第1のオプションは過度に理想主義的であり、非現実的であ
る。おそらく、第2の政策オプションが最も現実的で実現可能な政策オプションと考えられる。
　第2節の「原子力に関する知識調査」では、「エネルギー自給率」と「総発電量に対する原子
力発電の割合」にっいての正確な認知度は、日本人学生においても、韓国人学生においても、か
なり低いことが明らかとなった。両者とも、エネルギー自給や原子力発電について細かい数字に
触れる機会が乏しいからであろう。他方、「発電用原子炉の数」と「原子力発電所の設置ヶ所」に
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ついては、日本人が日本の「原子炉の数」と「原子力発電所の設置ヶ所」について実際の数より
も少なく「過小評価」する傾向を示しているのに対して、韓国人学生は韓国の「原子炉の数」と
「原子力発電所の設置ヶ所」について実際の数よりも多く「過大評価」する傾向があることが分かっ
た。他方、日本人学生と韓国人学生にそれぞれ相手国の「原子力発電所の設置ヶ所」を推定させ
たところ、「原子炉の数」については日本人学生の推定は顕著なバラッキを示し、韓国人学生の推
定は「過少評価」の傾向を示した。相手国の「原子力発電所の設置ヶ所」については、日本人学
生は過大評価の傾向を示すのに対して、韓国人学生は過小評価の傾向を示すことが分かった。お
そらく、日本人学生においても、韓国人学生においても、自国の「原子炉数」と「原子力発電所
の設置ヶ所」についてある種のイメージがあり、そうしたイメージに内在する誤差が、相手国の「原
子炉数」と「原子力発電所の設置ヶ所」についての推定に関しても持ち越されたのではないかと
考えられる。他方、設問が特殊すぎたことを反映してか、自国の「原子炉数」については日韓と
もに20％が「わからない」と答えており、相手国の「原子炉数」については日本人学生では38％、
韓国人学生では29％が「わからない」と答えた。また、「自国の原子力発電所の設置ヶ所」につ
いては日本人学生の15％、韓国人学生の43％が「わからない」と答えており、「相手国の原子力
発電所の設置ヶ所」については日本人学生の37％、韓国人学生の19％が「わからない」と答え
た。
　学生がどの程度原子力発電の原理を知っているかを知るため、5つの選択肢から正解を選んで
もらったところ、日本人学生の35％、韓国人学生の53％が「核分裂」（ウランの分裂）という正
解を選んだ。原子力発電の原理についても、韓国人学生の2人に1人、日本人学生の3人に1人
が、原子力発電の原理に関して正しい知識を持っていることが分かった。言い換えれば、原子力
発電の原理に関して正しい知識を持つ者が韓国人学生よりもはるかに少ないにもかかわらず、日
本人学生の中には原子力発電に反対する者が韓国人学生に比べてるかに多いことが検証された。
　第4章では「原発・産業廃棄物問題」を取り上げ、いわゆる「MMBY」症候群と「迷惑事象
に対する社会的受容」に働く心理的要因を比較分析した。まず、「原子力発電所に対する態度」の
分析では、「国内の原子力発電所」（一般論的状況）に対する態度と、「自分が住む住宅地の近くに
建設される原子力発電所」（立地状況）に対する態度を区別して分析を行った。「一般論的状況」
では、日本人学生は原子力発電所に対して「どちらともいえない」ないし「どちらかといえば反
対」の態度を持つことが分かった。これに対して、韓国人学生は原子力発電所にたいして「どち
らともいえない」ないし「どちらかといえば賛成」の態度を持つことが分かった。他方、「立地状
況」では、日本人学生は原子力発電所は非常に危険と感じ、強い拒否を示している。これに対し
て、韓国人学生は原子力発電所はやや危険と感じ、中程度の拒否を示している。同じ原子力発電
所でも、自分とあまり直接的係わりを持たない場合と、近隣に建設される場合とでは、態度に顕
著な差が生ずることが検証された。「一般論的状況」においても、「立地状況」においても、日本
人学生の方が韓国人学生に比べてはるかに原子力発電に対する拒否反応が強い。次に、「総論賛成・
各論反対」的ないわゆる「NIMBY」症候群についての分析の結果、日本人学生においても、韓
国人学生においても、「NIMBY」症候群の存在が検証された。さらに、　L般論的状況」におい
て原子力発電所に対する賛否に影響する要因を重回帰分析法によって分析したところ、日本人学
生の場合には「リスク認知」「ベネフィット認知」「事業者への信頼」の3要因が、また韓国人学
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生の場合には「リスク認知」と「ベネフィット認知」の2要因が、それぞれ原子力発電所の受容
に影響を与える主要因であることが分かった。他方、「立地状況」においては、日本人学生の場合
には「リスク認知」と「事業者への信頼」の2要因が、また韓国人学生の場合には「リスク認知」
「地町村へのベネフィット認知」「事業者への信頼」の3要因が、それぞれ近隣に建設される原子
力発電所の受容に影響を与える主要因であることが分かった。
　これらとまったく同じ分析は「産業廃棄物処分場」というもう一つの迷惑施設についても行わ
れた。「産業廃棄物処分場」においても「原子力発電所」においても、また、日本人学生において
も韓国人学生においても、「立地状況」における迷惑施設の受容・拒否に対しては「リスク認知」
が他の要因と比べてより重要な影響を及ぼすことが分かった。
　第5章「情報通信倫理観と価値観」では、いわゆる「IT社会」におけるインターネット利用に
伴う行動規範の問題に焦点を当て、本研究とは別にアメリカで実施された調査の結果も加えて比
較分析を行った。第1に「不正コピーについての認識」に関しては、日本人学生の方が韓国人学
生に比べてわずかに「不正認識」が強い傾向が認められた。しかし、アメリカ人学生（1996年調
査）の50％が「非常に悪い」と答えているのに対して、「非常に悪い」と答えた日本人学生（1998
年調査）は29％、韓国人学生（1998年調査）は20％であった。第2に「他人を中傷する情報を
電子掲示板に載せる」ことについては、「非常に悪い」と答えた日本人学生が74％、韓国人学生
が51％、アメリカ人学生が67％で、日本人学生がもっとも厳しい見方をしていることが分かっ
た。第3に「嘘の情報をホームページに載せる」については、「非常に悪い」と答えた日本人学
生は45％、韓国人学生は48％、アメリカ人学生は43％であり、三者の間にほとんど差は見られ
なかった。第4に、「狸褻情報」については日本人学生、韓国人学生、アメリカ学生に大きな差
は見られない。しかし、いずれの場合にも、女性に「悪い」とみなす回答者が多い傾向が認めら
れた。第5に、日韓の価値観を眺めてみると、日本人学生が韓国人学生よりも大切にしている価
値観には「厳しさ」「向上心」「やさしさ」がある。「厳しさ」と「やさしさ」は論理的に二律背反
のようにも受け取られるが、日常生活においては双方とも必要ということなのであろう。他方、
韓国人学生が日本人学生よりも大切にしている価値観には「犠牲的精神」「信仰心」「政治力」「正
義」「熱意」「開放性」「誠実」「懸命」「緻密」「調和」などがある。現在韓国人学生が大切にして
いる価値観の中には、かつては日本人の倫理観の中核をなしていたようなものが含まれているこ
とが注目される。
　第6章においては、韓国学生における「同姓同本婚姻禁止」に対する態度の分析を行うととも
に、日本と韓国において34項目からなる「家族分類コード」を共通に用いることによって、日
本人学生と韓国人学生の「家族」に対する意識を比較分析した。第1に、「夫婦別姓」の制度に
ついては、日本人学生の49％、韓国人学生の79％が賛成している。日本人学生における最も高
頻度の賛成理由は「自意識がもてる」（22％）、韓国人学生における最も高頻度の賛成理由は「家
意識が払拭できる」（52％）であった。第2に、「いとこ同士の結婚」に関しては、日本人学生で
は「婚姻の自由でよい」（44％）が最も多く、他方、韓国人学生では「優生学上問題がある」
（44％）がもっとも多かった。また、25％の日本人学生が「特に感想はない」と答えているのに
対して、15％の韓国人学生は「野蛮な印象がする」と答えている。第3に、「家族の成員」を日
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本人学生と韓国人学生の間で比較したところ、日本人学生においては祖父母のウェイトが高くて、
直系を家族として認識する傾向が強いのに対して、韓国人学生においては、おじおば等のウェイ
トが高くて、傍系血族・傍系姻族に拡大して家族と認識する傾向が強いことが分かった。第4に、
「21世紀にかけての親族、家族との結びつき」について質問したところ、日本人学生の42％が
「現状より親族関係、家族関係がともに弱まる」、27％が「現状より親族関係は弱まり、家族関係
も強まらない」と答えた。他方、韓国人学生においては39％が「現状より親族関係は弱まるが、
家族関係は強まる」、28％が「現状より親族関係は弱まり、家族関係は強まらない」と答えた。
日本人学生においても韓国人学生においても、今後「親族関係が弱まる」ことについての認識は
共通している。しかし、「家族関係」については、日本人学生の間では「さらに弱まる」という認
識が強く、韓国人学生の間では「さらに強まる」という認識が強いことが明らかとなった。欧米
の事例に見られるように、近代化が伝統的な家族制度の変容を促す重要な要因であるならば、10
年後の韓国人の家族に対する態度が、現在の日本人の家族に対する態度に酷似したものとなった
としても、さほど不思議とは考えられない。
SUMMARY
『Yas．umasa　Tanaka
　Principal　Investigator
　　　　In　the　Year　2000　there　were　some　dramatic　political　and　social　changes　which　were
taken　as　an　indication　of　the　becomming　of　a　new　epoch　in　the　1（orean　Peninsula．　There　were
reciprocations　of　friendly　gestures　by　the　leaders　of　South　and　North　Koreas．　This　sudden
changes　in　the　political　climate　in　the　Peninsula　su】rprised　the　world．　Then，　the　two　Koreas
were　quick　to　agree　to　send　one　joint　team　of　athletes．to　the　Olympic　Game　under　one
uniform　flag　illustrated　with　a　picture　of　the　Korean　Peninsula，　which　again　impressed　the
world　with　the　blessing　of　one　unified　Korea．
　　　Less　drasmatic　maybe　but　no　less　important　were　the　changes　taking　place　in　the
relations　between　Japan　and　South　Korea．　Starting　in　1998，　the　ban　was　IMed　f（）r　the　import
of　the　product　of　Japanese　mass　culture，　such　as　popular　motion　pictures，　music　and　songs．
The　first　Japan・Korea　joint　produced　motion　picture“The　Revelation　of　Love”was　allowed
to　run　off　in　Korea　in　1998．　In　the　same　year，　a　Japanese　movie“HANABI”was　introduced
to　the　Korean　audience．
　　　The　21st　Century　will　become　a　new　epoch　for　both　Japanese　and　South　Koreans　to　learn
how　to　co・prosper　peacefully　and　productively，　helping　each　other，　The　present　study　was
intended　to　investigate　similarities　and　differences　between　Japanese　and　Korean　university
students　in　their　attitides　toward　a　variety　of　things　and　events．　In　l998　a　questionnaire
survey　was　carried　out　in　both　Japan　and　Korea．　A　total　of　449　Japanese　and　573　Korean
students　served　as　respondents　in　this　cross・cultural　study．
　　　　Chapter　l　of　this　report　relates　to　the　attiributes　and　the　communication　behabior　of
respondents　and　their　use　of　PC　and　the　Internet．　Chapter　2　deals　with　Japan・Korea
relations　with　emphasis　on　pe1ceptions　of　Japan・Korea　relations，　images　of　what　Japan－
Korea　relations　should　be，　and　the　learning　and　knowldge　of　the　past　Japan。Korea　relations．
Chapter　3　discusses　the　problems　of　environment　and　energy，　including“greehouse　effect”．
Chapter　4　copes　with　the　analysis　of　attitudes　toward　nuclear　power　plant　and　industrial
waste　disposal．　Chapter　5　considers　the　various　norms　with　which　people　should　use
information　technology　and　its　devices，　such　as　the　Intemet．　Chapter　6　examines　the
direction　and　magnitudes　of　changes　in　the飴mily　system　in　Japan　and　Korea．　Finally，　it　is
hoped　that　the　result　of　this　study　will　contribute　to　the　better　and　more　reciprocal
understanding　of　Koreans　by　the　Japanese　and　Japanese　by　the　Koreans．
